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□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

③

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 　本事業の補助金交付施設では、小規模保育事業等の卒園児の受入れも一定数確認できているた

め、待機児童対策に寄与していると言える。今後、幼児教育・保育の無償化の対象に、保育の必要性
が認められる児童が利用する場合の預かり保育利用料が含まれることになるため、これまでより事業
の重要性が増してくることも考えられる。一方で、国においても幼稚園型一時預かり事業に対する補
助については、内容が拡充されており、これまで本事業の対象施設において、ネックになっていた事
業基準の充足については、その基準の一部が無償化における施設の給付基準になるため、いずれに
しても求められることになる。このような状況の中で、事業の枠組みを再検討する必要がある。

平成 30 年度 縮小又は
再構築な
ど

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
保育対応型幼稚園助成

事業
保育幼稚園室

保育を必要とする児童の受け皿を確保するため、子ども・子育て支援
新制度に移行していない私立幼稚園が通年で長時間保育を実施す
る場合に、その実施に要する費用の一部を補助

市が独自に実施
している事務

（千円）

10,200
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　小規模保育事業等の卒園児童数が増加する中、一定の児童数が子ども・子育て支援新制度に移行
していない私立幼稚園に入園し、補助対象になっており、待機児童対策に寄与しているものと考えら
れる。ただ、連携施設として設定された幼稚園への入園時にも補助対象になることなど、誘導施策とし
ては国の制度との重なりもあり、考え方の整理が必要である。また、幼児教育・保育の無償化により、
保育の必要性があると認められる児童については、預かり保育利用料まで負担軽減されることになる
ため、市単独事業としての意義を検討し直す必要がある。

平成 30 年度 縮小又は
再構築な
ど

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
小規模保育卒園児受入

臨時助成事業
保育幼稚園室

小規模保育事業等の卒園児が子ども・子育て支援新制度に移行して
いない私立幼稚園に入園した場合に入園料の一部を保護者に補助

市が独自に実施
している事務

（千円）

3,822
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

411 施策 就学前の教育・保育の充実

 私立幼稚園事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

1


